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＜総説＞

抄録
地域の健康管理には，地域を把握するためのデータ収集・評価と，地域ぐるみで取り組むためのデー
タ活用が必要である．データ収集・評価では，取り組みの根拠を明確にするため，健康に関連する様々
な情報を活用することが望ましい．大学と自治体が連携することで，疾病発症情報等様々な追加情報
を得られることから，地域の疾病要因についての検証と評価が可能となる．また，大学が提供する分
析結果を，行政や住民の強みを活かし伝わりやすい方法で示すことで，分野横断的な取り組みと，課
題解決を後押しできると考えられる．
本著では，大学が行う地域健診活動とコホート調査の調査手順について紹介し，地域で有用な情報
を集める際の分野横断的な協働の必要性について説明した．また，自治体で入手しやすいデータの活
用方法の工夫として，国保データベースシステム（KDB）データ・特定健診データの提示例と共に，
公表機会の活用事例についても紹介した．分野横断的な協働の基盤となるのは，組織間や住民との信
頼関係である．長崎大学と五島市の事例を通して重要であった活動基盤，視点と目標の共有，お互い
の力が最大限に発揮できるよう情報提供し合える関係づくりについて説明した．

キーワード：疫学研究，コホート調査，地域健診，KDBデータ，インフォーマル・ネットワーク

Abstract
Appropriate data collection, assessment, and use with population-based approaches are essential for ad-

dressing health problems in communities. The collecting and assessment of various health data promote 
evidence-based practice. Collaboration of local governments with different academic fields has merits for fo-
cusing and assessing the essential causes of health problems in the communities because professionals from 
these fields have the expertise to conduct follow-up studies on disease incidences and processes. Health 
data sorted by academic fields should effectively be used to service communities. Using the strengths of 
the local government and communities in the introduction of their data may promote cross-sectional health, 
addressing and improving health in the communities. 
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I．諸言

住民の健康課題の抽出は，保健師にとって必須の任務
であり，地域の最重要課題を抽出することでより効果
的な予防活動を可能とする最も重要な専門性である[1]．
住民の健康課題の抽出方法には，住民とのかかわりや地
区踏査等質的データから抽出する方法と，人口動態統計，
特定健診受診率，有病割合，レセプトデータ，要介護認
定割合，死亡情報等量的データから把握する方法がある
[2]．実際には，このすべてを踏まえて，地域の優先課
題を抽出する必要がある．
著者は2013年12月～2018年 3 月まで，長崎大学に所属

する大学スタッフとして長崎県離島地域の健康課題に取
り組んだ．健康管理に関する概念やデータの集め方，活
用方法は保健師活動にも応用可能であることから，著者
の実践事例を紹介する．

II．対象地域の健康課題（長崎県五島市）

長崎大学は，2014年から，長年教育・診療・研究面で
つながりが深い長崎県五島市で，地域健診ベースのコ
ホート調査を行っている．五島市は，九州の最西端で長
崎市から約100kmの距離に位置し，11の有人島と52の無
人島で構成されている[3]．平成27年国勢調査では，人
口37,327人（高齢化率：36.8%，15歳未満人口：11.1%）
[4]であり，少子高齢化が進み，約40年先の日本の姿で
あると言える．産業構成は，海産資源の豊富さなどから
第一次産業割合が，全国平均よりも比較的高い（16.6% 
vs 4.2%）．高齢者の要介護認定率については近年低下傾
向であるものの，コホート調査開始当時，全国平均を
大きく上回っていた（五島市24.4% vs 全国18.2%，H23
年度末）[5]．また，男性の平均寿命は全国平均と比較
し 2 歳短かく（77.29歳 vs 79.64歳）[5]，急性心筋梗塞
の標準化死亡比が男女とも高かった（男性：223.5，女
性：191.2）[6]．疾病構造は，がん，心疾患，脳血管疾
患による死亡割合が比較的多く，特に，男性の悪性新生
物，女性の心疾患が全国や県内よりも高かった[5]．また，
質的情報として，飲食店，惣菜の味が比較的濃く，禁煙
対策を行っている飲食店はほとんどない印象であった．

これらのことから，動脈硬化性疾患を中心とした生活習
慣病への対策を進める余地があることが予想された．

III．対象地域での疾病予防対策

 1 ．コホート調査の立上げ
長崎大学は長年五島市の保健事業に深く関わっていた
ことから，疾病・介護予防の担当課との協力関係はすで
に得られていた．平成16年度には，五島市内に大学の基
盤（離島医療研究所; 長崎県と五島市による寄付講座の
活動拠点）を置き，教育・診療・研究活動を進めながら
地域の健診事業に参加していた．平成26年 2 月，さらに
新たな活動拠点（予防医科学研究所）を開所し，地域健
診内容のより一層の充実と，健診受診者を対象としたコ
ホート調査の立上げに着手した．それに先立ち，平成25
年12月に長崎大学が主体となり疾病予防対策研究会を立
上げ，自治体と大学の関係者が定期的に集まる場が確保
された．本研究会では，1~2か月に一回，自治体の疾病
予防・介護予防の各担当課課長と実務スタッフ，大学関
係者が，地域の現状や自治体の活動内容および，大学の
研究成果とその解釈についての情報交換を行った．

 2 ．地域健診内容の充実
五島市の地域健診は，年齢層の違いにより，特定健診，
後期高齢者健診，早期介入健診が含まれ，特定健診とほ
ぼ同じ項目を網羅している．長崎大学では，地域医療学
と五島市内の 2 つの研究所が中心となり追加検診の運営
を行っている．追加検診では，特定健診項目では判定が
難しい動脈硬化指標の他，リウマチ性疾患，歯科，睡眠
障害，骨粗鬆症，要介護リスク等，高齢化が進む地域で
の重要項目についての検診を提供している．大学は，五
島市の理解と協力の下，学内連携（医学部，歯学部，薬
学部，看護領域，原爆後障害医療研究所等）の他，他大
学とも連携を行うことにより，これら幅広い追加検診を
提供している．

 3 ．追跡調査体制の整備
追跡調査は，健診受診者のうち調査への参加同意が得
られた住民の『その後の健康状態』を把握することを目

This article shows a population-based health practice and some steps of the cohort study, and explains 
the importance of cross-sectional collaboration between local governments and academic fields in collecting 
data in communities. Some examples for using health data that are common for local governments are also 
shown. Good relationships among government staff, professionals from different academic fields, and com-
munity members are essential for cross-sectional collaboration. The examples in this article are based on 
the authorʼs experiences in Goto city, Japan, in collaboration with Nagasaki University. The importance of 
strong relationships, shared objectives and future visions for communities, and mutual support was demon-
strated in the examples.
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的として実施される[7]．通常，自治体独自で行われる
単年度もしくは複数年の結果を集積した資料の分析（横
断的な観察研究）では，現状を把握できるものの，人々
の持つ要因と疾病発症との因果関係については言及でき
ない．どのような特徴の人が実際病気になるのか，もし
くは，どのような要因を除けば病気を予防できるのかは，
追跡調査を付加した縦断研究でしか明らかにできないこ
とがほとんどである．
『その後の健康状態』は，毎年の健診（検診）受診情

報（受診の有無，疾患の有病率，自覚症状などの有症率，
体格・筋力・骨密度・動脈硬化指標・血液データ・生活
習慣の変化等），病院受診情報の他，死亡情報（死亡日，
死亡理由等），追跡できなくなった日付（転出日），医療
費（レセプト情報）などの情報を用いて把握を行う．通
常，一つの自治体の中でも各情報の管理は，それぞれの
担当課が行っており，すべての情報を統合させる際には，
課を横断した調整が必要である．
例えば，五島市では，死亡日や転出日等の異動情報，

地域健診（検診）・レセプト情報，要介護認定状況など
介護に関する情報は，すべて担当課が分かれていた．こ
れらのデータを活用するためには，各課に，疫学調査の
重要性を理解してもらい，協力を得る必要がある．また，
各課から協力が得られる前提として，自治体の長である
市長の理解と協力が得られていることが必要であり，研
究協力に関する文書（協定書，覚書等）があることでよ
り各課が協力しやすい環境となる．また，疾病の発症調
査を行う場合には，地域内の病院の協力を得る必要があ
るが，各病院との文書（覚書等）の取り交わしがある方
が調査を実施しやすくなる場合がある．死因調査を実施
する場合には，厚生労働省への人口動態統計（死亡小票
等）の目的外使用申請を行う[7]．
以上が住民の『その後の健康状態』を把握するための

情報収集体制の構築例である．これらの情報を用いて，
健診受診時点（追跡開始時点）の特徴（属性，健康状態，
生活習慣等）の違いで比較することにより，疾病罹患リ
スクの高い人の特徴や，予防対策について検証が可能と
なる．疾病の原因は単一ではないため，正確かつ幅広い
健康情報を収集することが望ましい．分野横断的な連携
を行うことで，疾病・介護予防対策のための有用な根拠
を得ることが可能となる．
なお，大学が自治体の協力を得て追跡調査を行うため

には，連携すべき自治体部署の把握や，各部署が連携し
やすい環境整備を進めることが望ましい．しかしながら，
通常組織外からは把握が難しいことがほとんどである．
まず，先行事例（他の組織，自治体）ではどのような手
順で進めたか情報収集を行い，対象自治体の各部署の意
見を直接聞く方法で把握する必要がある．長崎大学の研
究グループの場合も，協力をお願いする部署や，必要な
手順（覚書の締結など）について，大阪府[8]，茨城県[9]，
福岡県[10]，埼玉県[11]，鹿児島県[12]で実施されている
各コホート研究に関する情報を様々な方法（文献，視察，

協力のお願いなど）で収集した後，実施可能な方法や代
替手段について関係者間で協議し適応した．
以上は，追跡調査の必要性について，大学側から自治
体へアプローチした事例であるが，自治体側としてもこ
の流れを知っておくことで，大学との連携がよりスムー
ズになると考えられる．追跡調査・コホート研究の立上
げには，疫学的な専門知識が必須であり，実施・継続に
は多大な労力と費用が不可欠である[13]．大学と自治体
の連携が実現すれば，大学は疾病予防・介護予防のため
の新たな知見を探求することができ，自治体は費用・労
力の削減，追加検査や結果返却の際のマンパワー確保に
よる住民サービスの拡大，専門家による分析・助言が得
られるといった双方のメリットの下，地域の疾病予防対
策が促進されると考えられる．

IV．データ活用の実際

様々なデータを活用し，地域の実状を別の角度から検
証することにより，地域の健康課題をより客観的に把握
することが可能である．以下では，地域で入手しやすい
地域健診結果の活用（個々人のデータを用いて地域内で
リスクの高い人の傾向を把握する場合）と，国保データ
ベースシステム（KDB）データの活用（集計データか
ら地域全体の課題を把握する場合）について説明する．
また，図1～4にデータの活用例を示す．

 1 ．地域健診分析結果の活用
地域健診をベースとして大学が自治体と連携を行って
いる場合，地域健診の集計・分析結果を提示することで，
共同事業のフィードバックを行うことが可能である．ま
た，一般論ではなく，この地域住民の結果から分かるこ
とは，自治体担当者，地域住民の関心や問題意識を高め
る原動力となる[14]．提示できる内容は，地域の人 （々研
究対象者）内での比較結果であり，受診項目が多いほど，
他科にまたがる関連性を示すことが可能である．例えば，
「この地域の住民では，男女ともご近所とのつながりを
持つ者で舌圧値が高く，男性では，配偶者がいる場合舌
圧値が高かった[15]（社会環境×医学）」「歯周ポケット
が深い人ほど，頸動脈硬化がより進行していた[16]（歯
学×医学）」などである．健診データの分析では，個々
人のデータを扱えるメリットがあるため，地域に合わせ
た詳細な分析が可能である．また，追跡調査を付加する
ことで，どのような身体的もしくは生活習慣の特徴を持
つ人が，どのような疾患になりやすいのかなど，より詳
細な因果関係ついても分析可能である[17,18]．

 2 ．国保データベースシステム（KDB）データの活用
特定健診受診結果の集計情報であるKDBデータも，
地域分析への活用に有用である．KDBデータには個々
人の情報はほぼ含まれないものの，集計値については健
診検査項目，問診項目のみならず，レセプト情報，歯科，
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要介護認定に関する情報を含み，全国・県・同規模市町
村の結果と比較できるというメリットがある[19]．市町
村内，県内では比較的同質のため危機意識を持ちにくい
場合などには，全国平均との比較結果を提示すること
で，分析結果をより客観的に解釈することが可能となる．
その際，データの見せ方が重要である（図1-4）．全体的
な割合の高さをアピールする場合には，平均値の比較
（図 1 ）だけでもよいが，特定の層（例えば，男性，若
年層，低所得層）への介入の必要性を感じている場合に
は，その根拠を分かりやすく示す工夫が必要である．集
計データでは，通常，年齢など個々の属性の偏りが見え
にくいことが多いため，五島市の場合は，高血圧（服薬
あり）割合などの有病率をKDBデータから 1 歳刻みで
出力し，グラフ化したものを活用した（図 3 ）[20]．1歳
刻みの集計データを全国値と比較し，各年齢で有病率が
高い場合は，その自治体の有病率の高さは高齢化による
影響ではない可能性を示唆している．また，県平均との
比較により，県全体の課題であるのか，自治体固有の課
題であるのかを視覚的に確認できる．また，脳卒中，心
疾患，腎不全の既往割合（図 2 ）についても同様の比較
結果を提示することで，高血圧の影響に関する参考資料

として活用できる[20]．なお，高血圧（服薬あり）割合
の高さが，住民の服薬順守率の高さを反映したものかど
うかについては，高血圧該当者のうちの服薬割合を算出
すると参考になる（図 4 ）．図 4 は、長崎県保健者協議
会が長崎県内の医療保険者（国保・後期・協会けんぽ）
データを統合し、国立保健医療科学院が開発した標準化
該当比計算シート[19]を用いてマップ化したものを、住
民への説明用に加工し活用した例である。
五島市の活用例をまとめると、五島市では全国平均よ
りも高血圧（服薬あり）割合が高く（図 1 ）、高血圧関
連疾患である脳卒中、心臓病、腎臓病の割合も、全国平
均より高いこと（図 2 ）、 1 歳刻みの割合から若い世代で
も高血圧（服薬あり）割合が高く、高血圧割合の高さは
高齢化の影響ではない可能性が高いこと（図 3 ）、高血
圧者の服薬割合が県内で最も低いことから服薬順守率の
高さによる影響ではないこと（図 4 ）について説明でき
る資料となる。ただし、KDBデータは健診受診者のみ
の情報であることから、正確には抽出対象者の偏り（サ
ンプリングバイアス）等様々な要因の影響があることに
ついて注意が必要である。
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 3 ．他地域での活動事例の提示
疾病・介護予防対策では，より多くの組織を巻き込み

協力体制を構築することで，より効果を上げることがで
きる[21]．行政の健康関連部署のみならず，医師会・医
療機関，保健所，農協，食品協会，食生活改善推進員，
町内会，老人会，教育委員会・学校，住民組織などと，
うまく協働することが望ましい[21]．そのような協働の
実績がない場合は，他の地域の活動事例を共有すること
で，新たな予防活動のイメージが湧いたり，介入対象集
団選定の参考になったりすることが期待できる．
例えば，茨城県筑西市協和地区（旧協和町）で1981年
から続く脳卒中予防活動は，総合的な活動例として参考
になる．この地域では，健診等で把握した疾病リスクが
高い人々への働きかけ（ハイリスクアプローチ）に加え，
子供たちへの健康教育や地域ぐるみの減塩対策など，健
康な住民も含めた地域全体への働きかけ（ポピュレー
ションアプローチ）を行った結果，脳卒中の半減に成功
した[9]．このうち，子供たちへの健康教育については，
大学および行政の健康関連部門と，学校・教育委員会と
の協働により実施され，現在でも市独自の副読本を活用
している．地域データの分析結果に加え，このような成
功事例を紹介することで，今後連携が必要な部署の把握
や，連携による活動のイメージを共有することが可能で
ある．

 4 ．分析結果の共有
地域の健康課題は，様々な関連機関と共有することで，
健康対策への効果を高めることができる[21]．また，生
活習慣病は日々の生活習慣の積み重ねにより発症するこ
とから，より早い時期での知識の習得と生活の改善が必
要である．
長崎大学の場合，五島市との定期的な情報交換の場で

ある疾病予防対策研究会や，地域健診の結果説明会，市
主催の町内会表彰式，個別の会議等で，市の各担当課や
市長・地元議員への情報共有と，住民への健康教育の
機会を得た．また，大学が外部有識者として携わった
KDBデータの分析結果は，市の国民健康保険データヘ
ルス計画の公表をもって，広く住民への情報発信へとつ
ながった[20]．さらに，KDBデータ分析結果では若年層
でも高血圧割合が高いことが示されたことから，教育委
員会食育部会でも分析結果を共有する機会を得た．
教育委員会食育部会では，五島市で活躍する保健師と
ともに，若年層から高血圧や高血圧関連疾患の割合が高
いという自治体の現状と，生活環境が与える生活習慣へ
の影響力，子供の頃からの疾病・介護予防対策の重要性
について説明し，子供たちへの健康教育に関する先駆的
な事例についても紹介した．また，保健師からの提案
や，小学校の栄養士，部会長等出席者の理解と協力もあ
り，部会後，給食だよりに献立毎の塩分量表示が加わっ
たばかりでなく，高血圧を取り上げた特集記事が連載さ
れ，五島市内の全小学校に配布された．小児期からの食
育，健康教育，食環境の改善は，疾病介護予防の観点か
ら大変大きな意味があり，非常に大きな成果であると考
えられる．

V．分野横断的活動を行うための基盤の重要性

長崎大学の研究グループが行ったような，地域活動や
コホート調査の立上げ・実施には，大学関係者のみなら
ず，自治体の長や様々な課の協力が不可欠である．この
大がかりなプロジェクトが推進できた背景には，診療支
援や地域保健活動，教育，研究面で10年以上協力し合い
培ってきた大学と五島市との関係基盤がある．実際，著
者の所属する研究室の教授は，大学から派遣された病院

割合 高い低い

男性 女性

長崎県保険者協議会がH25年度特定健診法定報告データを基に作成した図を使用し，著者が作成

図 4　高血圧者のうち服薬中の割合（H26年度 検診結果）
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勤務医として，菜園愛好家として，釣り人として，地域
の病院関係者や自治体職員，政治家，農家，漁師，住民
と苦楽を共にしながら，10年来の信頼関係を構築してき
た．この信頼関係の上に様々な地域活動が展開されてき
たことから，この関係性はまさに，組織や立場を跨いだ
横断的，多面的アプローチの基盤であったと考えられる
[22]．
また，今回教育委員会食育部会の活動に大きく貢献で
きた要因は，大学からの住民データ分析結果の提示や先
駆的な事例紹介だけではなかった．成功のカギは，事前
に大学が講演内容や意図を保健師と共有したことにより，
保健師が自らの体験談を基にした説明を追加し，部会参
加者により伝わりやすい工夫を行ったことである．また
今後の対策の必要性や評価指標を把握する目的で，小学
校で行っている食育の現状について大学側より保健師に
確認したことで，双方が「給食だより」注目することが
できた．そして，大学と保健師が事前に給食だよりの内
容を確認し，意見を一致させていたことにより，「給食
だよりに塩分表示を追加する」をいう具体的な提案に繋
がった．
ちなみに，「給食だより」は，保健師としてではなく，
そこに暮らす保護者として得られたものであった．また，
部会および事前・事後のフォーマル，インフォーマルな
保健師の関わりが，具体的な提案受け入れの後押しをし
ている．つまり，保健師としてのこれまでの教育委員会
メンバーとの関わりと，地域に生活する母親としての学
校・教育委員会との関係性，学校の食育活動への知識と
理解などが大きく影響した．まさに，保健師による，組
織や立場を跨いだ横断的，多面的アプローチの結果で
あった．
データを活用し，分野横断的な活動を展開する場合，
地域での様々な立場や繋がりを活かすことで，より効率
的かつ効果的な展開が可能となる[22]．その際，自らの
フォーマル，インフォーマルな繋がりのみならず，専門
家や，地域で活躍する保健師等とデータや目標を共有す
ることで，さらに活動の幅を広げられるものと考える．

VI．おわりに

地域の健康管理には，地域を把握するためのデータ収
集・評価と，地域ぐるみで取り組むためのデータ活用が
必要である大学と自治体との共働は，専門家の強みであ
るデータ収集体制の構築および評価方法に関する専門知
識と，行政や住民の強みである，地域のつながりや信頼
関係を，直接的・間接的に生かすことができるというメ
リットがある．分野・組織横断的な活動を成功させるポ
イントは，まず視点と目標を共有し，お互いの力を最大
限に発揮できるよう，材料となる情報（公表機会，地域
のつながり，地域性，組織風土，調査手順，分析・評価
方法，専門家ネットワークなど）を提供し合える関係づ
くりが重要である．上記に基づき，地域の健康課題を正

確に抽出し，伝わりやすい方法で示すことで，分野横断
的な取り組みを促し，課題解決を後押しすると考えられ
る．
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